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スマートモビリティが導入されることの便益は多岐にわたるが，本研究では地方部における交通弱者のモビ
リティ確保という観点に着目する．新たなスマートモビリティが導入された場合，現在は家族や近所の友人な
どが運転する送迎に頼らざるを得なかった交通弱者も，他人の運転に頼らず自ら移動することができるように
なる可能性がある．本研究では，そのような効果を送迎トリップに伴う機会損失減少便益として定量化する方
法を提案する．
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1. はじめに

主として世帯内の構成員が担っている送迎行動は，自
ら運転ができない子どもやお年寄りを中心とした自ら
運転することができない被送迎者にとって重要な役割
を果たしている．その一方で，送迎者がもし当該の送
迎行動に関わらなくてもよかった場合，その時間を余
暇や仕事などに使うことができたはずであり，送迎者
にとっては自らの時間に関する機会損失が発生してい
ることに他ならない．
スマートモビリティが導入されることの便益は多岐

にわたるが，本研究では地方部における交通弱者のモ
ビリティ確保という観点に着目する．新たなスマート
モビリティが導入された場合，現在は家族や近所の友
人などが運転する送迎に頼らざるを得なかった交通弱
者も，他人の運転に頼らず自ら移動することができる
ようになる可能性がある．本研究では，そのような効
果を送迎トリップに伴う機会損失減少便益として定量
化する方法を提案する．

2. 本研究の基本的考え方

(1) スマートモビリティ導入と交通行動
スマートモビリティは様々な課題に対応すべくその

導入が検討されてきた．また，新しいモビリティの導入
が新たな交通需要を誘発する可能性もある．Garus等
1) は，新しいモビリティが交通行動に及ぼす影響とし
て，(i)長時間の移動の受け入れ，(ii)1日の活動タイミ
ングの変化，(iii)非義務的な移動の増加，(iv)移動困難
者の移動の増加，(v)モーダルシフト，(vi)場所の変化，

(vii)駐車習慣の変化，(viii)自動車所有の変化，にに分
類できるとしている．本研究では，このうちスマート
モビリティにより (ii)(iv)(v) といった変化をもたらし
うるトリップとして，家族や友人が自ら所有する自動
車を用いて他の個人を送迎する送迎交通をとりあげる．
特に過疎地域など公共交通が脆弱である地域に置いて，
このような送迎交通は自ら運転することが困難な個人
にとって欠かせない交通手段となっている．
その一方で，車で目的地まで送ってもらう被送迎者

と車で目的地まで送る送迎者が互いの選択行動を調整
しなければ実現しないため，送迎者が送迎を行わなけ
れば実現できた行動が送迎を行うことによりできなく
なる場合や，習慣化していることなどにより，送迎を行
わなければ実現できた行動があるという可能性に気付
いていない場合などがある．こういった送迎者が他の
行動を実現できないことにより被る損失は，送迎者に
とっての機会損失と定義できる．送迎者の機会損失を
考慮すると，送迎行動にかかる費用は，実際に送迎者が
想定している費用よりも大きいと考えられる．スマー
トモビリティが導入されてこれら送迎交通から転換す
れば，こういった送迎者の機会費用を減少させ，送迎
者が本来実施したかった行動を行うことができる，と
いう価値が生まれる．

(2) 既往研究の概要
本研究が対象とする送迎トリップに関する研究とし
ては，これまで主として送迎行動アンケート調査等を通
じて実態を分析した研究や送迎に関する選択行動モデ
ルを用いて送迎の成立可能性を分析した研究が行われ
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てきた．有吉 2) は，これらの議論を整理した上で，運
転者側視点のトリップ・チェーンの形態から，相乗り行
動を完全な同行と部分的な同行に二分し，部分的な同
行を送迎行動（小林のいう送迎・相乗り行動）に該当す
るとした．この内，送迎と帰宅以外のトリップを行って
いない送迎行動を純送迎，純送迎に該当しない送迎行
動を部分送迎と分類している．また，移動サービスを
提供する運転者側の意図が，完全同行，純送迎，部分
送迎のそれぞれで異なるため，これらを明確に区別し
て扱う必要があるとしている．送迎行動の実態調査に
関する分析に関する研究としては，谷口他 3)が，送迎
行動に影響する要因を踏まえ，TIMの心理的方策TFP

と全国都市 PT調査のデータを用いて，送迎行動の実
態を分析し，TFPにおいて送迎行動がどのように変化
するかについて考察している． 送迎行動の選択行動モ
デルに関する研究としては，小林他 4)が，経済的動機，
利他的動機，父権的動機に基づく個人の効用間の相互
作用，送迎サービスの授受に関わる意思決定の相互作
用を明示的に考慮に入れた交通手段の選択モデルを定
式化して，家族の構成員によって実施される送迎・相
乗りの実現確率を推定するランダム・マッチングモデ
ルを示し，鳥取県東部地域を対象とした実証分析を通
じて，モデルの検証を行っている．しかし，これらの
いずれも送迎者が送迎をせざるを得ないことに伴って
発生する機会損失に焦点をあてたものではない．

3. モデル

a) 時間配分モデル
財の購入と余暇時間の消費により効用を得ている個

人 iを考える．財を購入するために必要な所得は労働に
より獲得する．したがって，個人 iは有限である時間を
労働と余暇とに適切に配分することを通じて自らの効
用の最大化をはかる．個人が使うことのできる総時間
を，労働，余暇，移動という 3種類の活動に費やすと
する．労働に多くの時間を割けば所得が増加する一方，
余暇に費やす時間が減少するというトレードオフに直
面している．また，本研究で対象とする，知人や家族
などを送迎する送迎者の送迎トリップを含め，移動に
時間を費やす個人は余暇に仕向ける時間が減少するこ
ととなる．
個人 iの効用最大化問題は，以下のように表すこと

ができる．
max u(xi, t

l
i1, · · · , tliJ) (1a)

subject to Ti =
∑
j

tlij + twi + tti (1b)

Yi + wit
w
i = pxxi (1c)

xi, t
l
ij , t

t
i ≥ 0 (1d)

表–1 アンケート調査概要

票の種類 調査項目
世帯票 続柄，性別，年代，職業，外出に関して

の困難の有無，自動車の運転頻度，新型
コロナウイルスワクチン接種の有無，自
動車の保有状況
1．自宅からの移動
2．1日の平日の活動スケジュールに

個人票 3．送迎の頻度や他者への依存状況
4．新しいモビリティサービスへの関心
5．幸田町への愛着や利他的動機

ここに，xi, t
l
ij , Ti, t

w
i , t

t
i, Yi, wiはそれぞれ，個人 iの財

購入量，1日の中で j (j = 1, · · · , J)番目の余暇時間，
総利用可能時間，労働時間，移動時間，労働外所得，賃
金率を表している．また，px は財価格である．今，効
用関数の変数として，1日の総余暇時間∑

j t
l
ij ではな

く，個々の余暇に費やす時間 tli1, · · · , tliJ を取り入れて
いることに注意されたい．このことにより，余暇の総
時間のみではなく，余暇に費やす時間帯の数や，個々の
余暇時間も考慮することができる．たとえば，tlij に関
して収穫逓増の効用関数を仮定すれば，総余暇時間が
同一であっても一回あたりの余暇時間が長い方がより
高い効用を得ることができる．

4. データ

移動や生活実態等を目的として 2021年 12月に愛知
県幸田町の一部地域で行われた，“文部科学省と国立研
究開発法人科学技術振興機構の「革新的イノベーショ
ン創出プログラム（COI STREAM）」の採択を受けた
名古屋大学 COI（人がつながる”移動“イノベーショ
ン拠点～高齢者が元気になるモビリティ社会）と京都
大学が合同で実施したアンケート調査データ”を用い
る．アンケート調査票は世帯の代表者 1名が記入する
世帯の構成等を記入する世帯票と世帯の構成員それぞ
れが日々の生活や移動の状況，幸田町や他の人に対し
ての愛着や思いの度合い，新しいモビリティサービス
導入への期待等を記入する個人票の 2つから構成され
ている．このアンケート調査では図の幸田町の対象地
域内の 3162世帯，8120人に対してアンケートを配布
し， 345世帯 799人 (回収率約 10%) から回答を得た．
アンケート調査項目の概要を表-1に示す．
以上の調査項目の中から，個人票の 2．1日の平日の
活動スケジュールに関する問いを用いて各活動への時
間配分を整理した．この問いでは 6:00～24:00までのス
ケジュール表に【活動の内容】，【一緒に活動した人】，
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【活動場所】，移動した場合は【移動手段】を回答する
ものになっている．この中から，個人 iの 14種類ある
【活動内容の種類】を仕事，家事，余暇，移動の 3種類
に大別し，各該当する活動内容の種類に費やした時間
を各活動時間として抽出する．具体的には，【活動内容】
が仕事であるものの総時間を労働時間と，【活動内容】
が「買い物」,「医療」,「勉強」,「食事」,「家事」,

「農作業」であるものの総時間を家事等の時間，【活動内
容】が「休息」, 「睡眠」, 「地域の集まり」, 「趣味・
娯楽」, 「その他」であるものの総時間に，0:00～6:00

の【活動内容】が「睡眠」であると仮定した 6時間を加
えた時間を余暇時間に，【活動内容】が「送迎以外の移
動」，「送迎」であるものの総時間を移動時間とする．
また，各個人の所得や財の購入額に関するデータに

ついては，以下のように公表統計を用いる．市場から
の財購入 xi，個人の賃金以外の所得 Yi，賃金wi，財価
格 piの抽出には，「全国家計構造調査（旧全国消費実態
調査） / 2019年全国家計構造調査 / 2019年全国家計
構造調査 都道府県，県内経済圏，15万以上市別家計収
支に関する結果 [家計総合集計]」の受け取り（月当た
り），勤め先収入（月あたり），本人の勤め先収入 (月
当たり)を「労働力調査/職業・月末 1週間の就業時間・
月間就業日数・月間就業時間・従業者規模，年齢階級別
就業者数の就業時間 (月当たり)を用いて補完する．

5. おわりに
新たなスマートモビリティが導入された場合，現在

は家族や近所の友人などが運転する送迎に頼らざるを
得なかった交通弱者も，他人の運転に頼らず自ら移動
することができるようになる可能性がある．本研究で
は，そのような効果を送迎トリップに伴う機会損失減
少便益として定量化する方法を提案した．推定結果に
ついては講演時に発表する．

A NOTE ON THE BENEFITS OF INTDRODUCING SMART MOBILITY

FOCUSING ON PICK-UP AND DROP-OFF TRIPS

Kakuya MATSUSHIMA

The benefits of smart mobility are wide-ranging, but this study focuses on the mobility of vulnerable people
in rural areas. When new smart mobility systems are introduced, it is possible that vulnerable people who
currently have to rely on family members or neighborhood friends to drive them to and from work will be
able to get around by themselves without relying on others to drive them. This study proposes a method
to quantify such an effect as a benefit of reduced opportunity loss associated with pick-up and drop-off
trips.
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